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研究成果の概要：  
 本研究は、消費者を一方当事者とする紛争の「調整的解決」（裁判、仲裁の裁定型に対して、
調停等による紛争処理を指して広義に用いる。いわゆる裁判外紛争処理（民間型 ADR）のみな
らず、我が国において伝統的な手法である裁判所付設民事調停（司法型）、建設工事紛争審査会

等（行政型）を包含する。）をいかに促進するか、について日本とアジア・太平洋地域の運用実

態の聞き取り調査と問題点の比較分析を、大型国際商事仲裁モデルと対比しながら行った。  
比較対象国において、各種の紛争解決方法に期待される役割や機能分担が異なること、それ

ぞれの背景の下で「調停」促進が現代的課題となっている動向が裏付けられた。研究対象の 2
年間は日本では、「民間型 ADR」や消費者行政（消費者庁設立）の制度整備途上の時期にあた
り、新しい制度下での実態面の詳細調査（利用者側）は今後の調査を俟つ必要があるが、本研

究からとくに手続主催者の養成（養成の仕組み、および資格（検定制度導入への賛否））、国際

的な手続ルールの動向（とくに調停人等の選任）について、有益な示唆が得られた。 
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１．研究開始当初の背景 
 我が国において司法制度改革審議会『意見
書』（平成 13（2001）年）の公表以来、民商
事法に関する紛争について、裁判手続の整備
拡充とともに、裁判外の紛争処理手続（ADR）

について（新）仲裁法（平成15（2003）年法
138、平成 16（2004）年施行）、ADR 法（平
成16（2004）年法151、[平成19年4月施行]）
による法制度面で整備された。しかし、裁判
と比較した ADR の役割や機能分担には、先
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行研究に見解の相違がみられた。 
 また、国際商事案件の仲裁に関して先行研
究の一定の蓄積がみられるようになったの
に対して、我が国において調停が主に裁判所
付設民事調停（「司法型調停」）、建設工事紛
争審査会や消費者センター等の「行政型
ADR」として発展してきた沿革のために、裁
判所外での調停その他のいわゆる「民間型
ADR」 に関する文献は、ADR 法の立法に
向けた制度設計面での紹介に限られていた
といえる。 
 
２．研究の目的 
 我が国においては、そもそも民事訴訟事件
の人口比が先進諸国に比して非常に少ない
ことが、法曹人口の過小さとともにしばしば
指摘される（「小さな司法」論）。ところが、
その理由（原因）や、裁判（訴訟）と仲裁・
調停等とに期待される役割分担等において、
１．で述べた諸先行研究が基礎におく ADR
観は必ずしも一致しない。（大別して、裁判
代替的機能を重視して、裁判所の負担軽減的
効果を説く見解と、ADR の内容・手続の裁
判との異質性・多様性に着目する見解とがみ
られる。） 
このため、新しく導入された、新仲裁法の
下での仲裁や、民間型 ADR を、裁判と比較
した場合に魅力的な制度としていかに運
用・定着させるか、について、従来、十分な
考察に基づく方策やモデルの提示がなされ
たとはいえなかった。 
本研究は、日本の相手先として、また統合
的通商圏域として今後一層重要性を増すで
あろうアジア・太平洋地域を対象に、比較研
究を通じて ADR の有効な利用を促進するた
めの方策について示唆を得るとともに、国境
を越えた通商における紛争解決のメカニズ
ムを見出すことを主たる目的とする。 
 
３．研究の方法 
 １）本研究は、当初の研究企画において、
ⅰ）比較対象をアジア・太平洋地域、ⅱ）紛
争類型を消費者取引から生ずる紛争（消費者
対事業者、および消費者対消費者の 2類型を
扱う）に重点をおいて、対比の基本モデルと
して地球規模での大規模国際商事仲裁を設
定していた。 
２）この問題関心は、研究実施にあたり大
きな相違はないが、平成 19 年 4 月以降の現
実的状況のために、アプローチを見直す必要
が生じ、具体的には我が国における横断的な
ADRsの運用実態、とくに利用者に対するア
ンケート調査（満足度等の測定）は現実に実
施するに至らなかった。 
その理由は、ADR法が平成 19年に施行さ
れた直後から２年間の当該研究期間中に、い
わゆる民間型認証 ADR には当初期待された

ほど急速かつ多様な発展がみられなかった
ことがまずある（認証紛争解決サービス（か
いけつサポート）によれば、平成 21 年 5 月
25 日現在で総数 30 にとどまる）。現象面で
は、多くは既存の紛争処理機関が ADR 認証
を受けた場合が多く（①（社）日本商事仲裁
協会、日本スポーツ仲裁機構、②業界団体 PL
センター（家電、自動車）、あるいは専門職
域団体による調停等センターの設置（③各弁
護士会紛争処理センター、司法書士会、行政
書士会、土地家屋調査士会、社会保険労務士
等）、④特定非営利法人による立ち上げ（マ
ンション管理組合連合会、[留学に関する紛争
に関しても近く認証予定]）や既設団体が新規
事業として ADR サービスを新たに開設した
（⑤（社）日本消費者サービスアドバイザ
ー・コンサルタント協会、（社）家庭問題情
報センター）例はみられるもののいまだ僅か
にとどまっている。また、消費者関係行政の
体制変更（消費者庁の設立）が、ようやく平
成21年春に国会で可決成立することになり、
当該研究期間中は新設の議論・準備の期間と
重なり、上記⑤の通り消費者センターが苦情
処理機能を持つことになったが、十分なデー
タが収集できなかったためである。 
３）法社会学的側面からは、我が国におけ
る裁判制度に対する信頼感の強さが繰り返
し指摘されてきた（司法制度改革についての
議論一環として提唱された、小島武司教授の
ADRに関する「司法純化モデル」「汎司法モ
デル」『ジュリスト』1207 号 10、13 頁以下
を参照）。２）で述べたとおり、競合する民
間型 ADR 制度の数・カバーする範囲の不十
分な状況では、運用実態の横断的実証調査に
代えて、紛争解決枠組について考察を行うこ
ととした。（ⅰ）第一に、消費者紛争を、取
引型に限定せず、事故型にも対象を拡大する
こととした。具体的には、取引型の一環とし
て包括的な紛争解決合意のあるスポーツ調
停、事故型として既存の PL型に加えて、医
療 ADR や、外国おける石綿健康被害に関す
る紛争解決（オランダの調停、英国の裁判で
の和解促進）に一定の調査を行っている。こ
の際、従来から先行研究の多い労働関係、交
通事故関係の紛争は、今回は文献的調査にと
どめて、とくに詳細を扱わないことにした。
（ⅱ）第二に、民間型 ADR 制度への信頼・
信頼感の確保として、手続ルールの明確化
（公正・中立性の確保、守秘義務）、と手続
主催者の養成を、比較の際の主要な検討事項
とした。この際、国際的な手続ルールの統一
化 の 動 き が み ら れ る こ と （ 国 連
（UNCITRAL）および国際的な調停機関）、
国際調停はいずれの国においても発展途中
であって、国際仲裁を基本モデルとしてアプ
ローチできることが確認された。 
 ４）諸外国との比較調査の手法として、ⅰ）



 

 

邦文・外国語（一部に中文、韓国語を含む）
の文献的調査、ⅱ）専門家への聞き取り調査
と併せて、ⅲ）関連する国際学会への出席・
聴講等を行うことにした。 
 
４．研究成果 
（１） ３．で示した問題関心および研究
方法に基づいて、次の点について、調査・研
究を行った。 
１） 多様な分野における調整的解決制度の
比較調査 
 本研究では、とくに次の５分野について重
点的に、紛争処理機関（司法調停、行政 ADR、
事業者団体その他民間 ADR）、処理形態（調
停、仲裁、その他の ADR）別に、紛争処理
実態について聞き取り調査を行った。 
① 商品、サービスの購入、瑕疵 
 ② 消費者による商品販売・サービス提供
の仲介 
 ③ 建築・建設工事、および建設物の瑕疵 
④ 製品の安全性、健康被害 
⑤ 医療・医事行為。 
 いわゆる専門的紛争（とくに③⑤）は、訴
訟件数の増加に伴い、裁判所付置調停が（調
停申し立て、職権調停事件数ともに）新受件
数のみならず、限られた公表事例においてそ
の事件内容の規模・複雑性において進展して
いる。①②に関する苦情処理方法は、従来通
り、相手方企業内部、事業者団体、消費者サ
ービスアドバイスコンサルティングセンタ
ー等外部機関の３段階の処理が行われてい
るが、とくに企業内部での処理については、
数量的な処理を可能にする程度のデータを
収集することができていない。 
 関係機関に対する聞き取り調査の結果か
らは、（ⅰ）裁判所付置調停に対する、当事
者あるいは弁護士の信頼感の高さ、合意によ
る最終的解決率の高さ（③⑤は平均よりも 10
ポイント程度低い傾向がみられる）、（ⅱ）消
費者が裁判を選ばない理由として、身近で連
絡しやすいこと、迅速・安価の期待があるこ
と、が一般に指摘されるものの、これらの期
待が十分に満足な結果を得ているか（利用後
の満足度）、について今後の調査・検討を擁
すると思われる。 
 
２） オンライン調停の運用状況、形態、問
題点の比較調査 
 「オンライン調停」の我が国の運用状況は、
この２年間での試行を含めて、とくに先行研
究成果以上の進展は得られていない。オンラ
インの利用については、（ⅰ）申し立てや期
間中の連絡手段として、（ⅱ）両当事者への
証拠収集や意見聴取等の手続実施として、
（ⅲ）最終的調停結果の伝達手段として、の
各フェーズがあるが、完全に電子化した処理
を行っている実用段階の機関の実施例は、本

調査の限りでは該当例を見当たらなかった。 
その問題点として、当初予想されたイ）証拠
や関連資料の完全な電子化が困難であるこ
と、に加えて、最初の苦情申立先として、と
くに電子商取引（物品購入）の場合には多用
され、概ね迅速で、消費者に一定の納得でき
る処理結果が得られているものの、ロ）最初
の通信から処理手続開始までの期間が長い
ないし予想できない、ハ）最終的手続終了ま
でが不明確な場合がある、ニ）処理窓口が電
子メール等に限られるため「顔がみえない、
声が聞こえない」ことへの不安感等が、指摘
された。これらは、第二（事業者団体）、第
三段階（第三者機関）についても共通する問
題点であると推察される。 
 また、国際的な第三者処理機関（ICC）の
先進的事例では、電子処理システムを構築す
る際のセキュリティ（機密保持、安定性確保）
に配慮したサービスが提供されていること
も特記される。 
 
３） 手続主催者養成制度の比較研究 
 裁判所で、あるいは裁判官の関与の下に行
われる調停と異なり、ＡＤＲに対する信頼は、
手続主催者の中立公平性と、提供されるサー
ビスの品質確保の両面に大きくかかわって
いる。本研究では、日本仲裁人協会における
「調停人要請講座」（教材は
http://arbitrators.jp/index.phpからダウ
ンロードできる）、ICC、CIArbにおける研修
を実際に調査した。これら研修では、調停等
の技法について最新のファシリテーショ
ン・モデル等に基づいた理論・実践的教育が、
対象者の学習・実務の諸段階に応じたプログ
ラムとして提供されている（新規参入者にと
ってのキャリアパスの明示にも役立つ）。と
くに、我が国の民事調停法17条決定のよう
な強制力をもたない民間型ＡＤＲにおいて、
当事者の互譲を引き出し、根源的な問題解決
を導く技量を、特に社会人に対する教育研修
を通じていかに習得させるか、が重要であろ
う。 
 また、香港では、英国型の調停人資格検定
制度の導入をめぐり、既存の調停制度が円滑
に運用されている状況下では、実務界の反対
が強かった。実質的な反対理由としては、多
様な手法・専門家による手続の柔軟性を阻害
する、という意見が多く聞かれた。我が国の
民間型ＡＤＲの主催者は、弁護士・司法書
士・行政書士等の司法、準司法職のほか、日
法律家を含む多様性が予想されるが、新規の
制度導入において、各機関内部での養成にゆ
だねるべきか、一定の検定制度を設けるべき
か、は将来の議論が必要である。 
 
４） 手続ルールの国際的統一、国際的機関
でのルール間の比較調査 



 

 

 現実の民間型ＡＤＲ（仲裁も同様である）
の手続上の中心的問題点は、１）当事者の適
正手続の保障の確保、２）手続主催者の選任
手続（利益相反、独立性等に対する異議申し
立ての処理）に関わる。本研究では、モデル
としての国際仲裁に関するルール、先例と対
比しながら、UNCITRAL調停規則、日本商事仲
裁協会国際調停規則等について、調査を行っ
た。この結果の詳細については、日本仲裁人
協会での発表を平成21年度に予定している。 
  
 （２） 国際的学術大会等への出席、実務
家との共同研究を次の通り実施した。 
１） 平成19年10月（シンガポール）  
国際法曹協会（IBA）年次大会（仲裁・調停
部会）、関連するJuris Conferences主催の
アジアにおける主要仲裁人会議に出席。 
２）平成20年3月、［平成21年3月］（香港、
中国）VIS (East) Moot(国際動産売買条約に
関する模擬仲裁)に仲裁人（審判役）として
招聘参加した。 
３）平成20年6月（ダブリン、アイルラン
ド）でのICCA2008に参加した。 
４）平成20年10月（パリ、フランス）での
若手実務家・研究者を対象とする国際会議・
研修に参加・聴講した。 
 
なお、研究成果の公表として、平成 21 年度
中に、英文での論文（査読）の応募を予定し
ている。 
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士、AFIA共同会長） 

２)また、国内において日本仲裁人協会（平

成21年3月から幹事）、東京弁護士会医療過

誤法部、家族法部会に所属して、実務家との

研究会に積極的に参加・意見交換を行った。

東京都建設工事紛争審査会、東京地方裁判所

（民事 22部）民事調停委員を務める過程に

おいて、それぞれの研修に参加した。  


